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　両国の経済関係が質的に大きな変貌を遂げているという

ことはたいへん喜ばしい。日本の企業はこれまで、主に原

料・エネルギー資源に注目してきたが、今、その状況が変

わり、サービスセンターや生産拠点をロシアにつくろう、

そして大規模な協力プロジェクトなどを進めていこうとい

うふうに変わってきた。ハイテク、化学分野などの協力プ

ロジェクトにも参加が見られるようになった。さらに、エ

ネルギー効率向上の分野でも協力が進んでいる。ロシア経

済の近代化は、日本企業の参加、エンジニアリング会社や

先端技術・設備などの参加なくしては進めていけない。

　2011年３月、日本の経済産業省と丸紅、三井物産、三菱

商事に対し、ロシアは同月19日にユジノサハリンスクで行

う会議への参加を要請した。残念ながら、東北地方の大震

災によりこの会合は成立しなかったが、これがロスネフチ

と日本のパートナーとのその後の協力の基礎となったとい

うことは言えると思う。

　2008年３月20日にロスネフチと資源エネルギー庁の間で

協力に関する枠組み合意が締結された。同協定のなかで、

ロスネフチは、イノベーション技術、地質探査、産地開発、

石油精製、石油化学、GTL、省エネ、環境保護、その他

の双方が関心を持つ分野についての協力を枠組み協定のな

かで提案している。そして、業界のダウンストリームの枠

内で、東方石油化学工場の建設プロジェクトへの参加が提

案されている。また、ジョイントベンチャーをつくって地

質探査を行い、石油・ガス資源の開発（東シベリアとオホー

ツク海の大陸棚）にそれをつなげていくことが、ロスネフ

チ側から提案されている。この方向での連携の拡大を促進

する目的で、今年３月にワーキンググループがつくられ、

７月にモスクワで第１回目の会合が行われた。

　これに関連して、合同調整委員会の枠内でのロスネフチ

と資源エネルギー庁の建設的な対話についても触れたい。

今年５月の初会合の結果、将来の連携の主要な方向性が定

義された。ロシア側が関心を持っているのは、石油・ガス

の産地開発、石油製品の輸送、石油精製、石油化学製品の

販売、そして石油・ガス分野で使うことのできる新規技術

の 導 入 で あ る。 イ ル ク ー ツ ク 石 油（INK） と 日 本 の

JOGMECの間で協力が進んでいるのは、たいへん喜ばし

いことだ。そして、ジョイントベンチャーとして、「INK

セベル」社と「INKザパド」社がつくられているし、パイ

ロット・プロジェクトとして三つの鉱区が選定され、セベ

ロ・モグディンスキー鉱区、ザパド・ヤラクチンスキー鉱

区、ボリシェチルスキー鉱区などでの地質探査が実施され

ている。すべての鉱区で成果が上がっており、セベロ・モ

グディンスキー鉱区では、産地が発見されている。この作

業は続いており、非常に大きな将来性を持っている方向性

だと考える。

　エネルギー協力は、ロシアのプーチン首相と野田総理大

臣の間で今年10月14日に行われた電話会談でも、大きな
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テーマとなった。ガスそして石油化学工場をウラジオスト

クにつくる。また、エネルギーブリッジを日本との間に架

ける。そして、東シベリア、極東の資源開発、地質探査へ

の協力といったことが話し合われている。この建設的で迅

速な協力が今後、ますます拡大していくと思われる。地質

探査、地質調査などが、ロシアの対アジア太平洋地域協力

の方針に反映されるであろう。ホノルルのAPECサミット

でメドベージェフ大統領と野田総理大臣の間でもこの問題

が協議されたものと思われる。

　今日、お話しするのは、あくまで私個人の考えであり、

私が奉職する組織の考えとは関係がないことをご了解いた

だきたい。

　少なくとも、日ロ経済関係が今後、エネルギーを一つの

柱にして伸びていくということは疑いない。しかし、こと

石油、原油に関して、まず肝心なのは日本の需要である。

結論から申し上げると、日本の原油の需要はこれまで減少

してきた。例えば、今年８月の日本の製油所の稼働率は

75％だった。３月に東日本大震災があり、一時的に稼働率

は65％を下回ったという時期もあった。それから見れば回

復しているとはいえ、だいたい日本の製油所の４分の１が

アイドルになっているというのが実情だ。

　過去の数値から石油製品における日本の需要を考える

と、2004～2007年の平均需要量は398万バレル／日、年間

およそ２億トンだった。ところが、今年１～８月の需要を

年換算で直してみると約1.6億トン。つまり、日本では約

10年足らずの間に約4,000万トンも石油製品の需要が減っ

ているということになる。さらに、約１年前に経済産業省

が出した予測によると、2004年度の２億3,700万klから、10

年後の2014年度には1.6億kl（約1.3憶トン）に減少すると

いう。先ほど、今年がおおざっぱに1.6億トンと申し上げ

たが、もし予想通りだとすれば、これから３、４年のうち

にさらに3,000万トン近くも減ってしまうことになる。

　なぜこのような現象が起こっているのかについては、諸

説ある。いちばん大きいのは、決して順調とは言えない日

本経済そのもの。それから、環境規制など省エネ技術の発

達、そして、あまり愉快な話ではないが、高齢化社会。例

えば、日本では自動車の新車登録台数は年を追うごとに

減っている。

　一方、３月11日の不幸な出来事により、日本の原子力発

電政策の今後について、多くの方が今、議論をしている。

ただ、事実として、現在54基ある日本の原子炉のうち、稼

働している数は２割を切っている。こうしたことから、こ

れまで止めていた石油焚きの発電所を全部稼働させること

になった場合に必要となる原油および重油の量は、私ども

の試算では、現在の500万トン／年から2,000万トン／年、

つまりプラス1,500万トンぐらいということになる。しか

し、そうなったとしても、前述のような減少傾向を補うだ

けの増加分というわけにはいかない。したがって、原油の

観点から、ロシアにとって日本は決して需要量が増えて

いって魅力的な市場ということにはならないのではないか。

　原油にはもう一つの側面がある。日本の輸入原油の９割

近くが中東に偏ってしまっているという問題だ。これは、

安全保障、その他もろもろの面から今までずいぶん議論は

されてきたようだが、事実として、中東への高い依存度は

変わっていない。

　そういうことで、今後、ロシアからの原油輸入は増えて

当然だと思う。ただ、原油の輸入を増やすにあたり、ロシ

ア側に改善していただきたいことも多々ある。その一つに、

ロシアにおける石油生産への日本企業への参加がある。す

でにJOGMECが参画されているが、これからほかの鉱区

についても参画を希望する日本企業は存在する。しかしな

がら、法制上ロシアでは「戦略鉱区」という概念が用いら

れ、一定度以上の大きさの埋蔵量を持つ油田の開発への外

資の参入には、いくつかのバリアがある。確かに、カラワ

エフさんがおっしゃったとおり、ロシアの石油企業が技術

その他を日本に求めているということはわかるが、やはり

そこは、互恵、相互乗入れの感覚を持って、もう少しロシ

アは門戸を広げてくれるべきではなかろうかという気はす

る。

　ロシア産原油の値段が、硫黄分の含有が低いということ

で高くなってくるということは理解できる。そして、輸送
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距離が長いことでどうしてもコスト高になるという問題を

基本的にロシアの原油が抱えていることを私たちは念頭に

置かなければならないし、今後、ロシア側は何らかの形で

この解決を図っていかなければならないだろう。つい最近、

OPECが出した長期の原油価格の見通しによると、今後10

年間は、だいたいバレルあたり85ドルから95ドルという線

で動き、2035年までにバレル133ドルぐらいまで上がるだ

ろうという。いずれにせよ、150ドルとか200ドルとかいっ

た夢のような話が飛び出てくるような状況ではない。この

前提で、ロシアがどれだけコストをかけて原油を開発して

輸出し、そしてそれが採算の取れるビジネスになるか、こ

の点を討究されることを望むものである。

　東日本大震災後、日本で議論されている問題は、原子力

依存問題、地震・津波に脆弱な太平洋側の備え、の２点で

ある。この問題に対し、日ロ協力という視点から一言申し

上げる。

　本会議で、泉田知事からもご指摘があったが、国内製油

所の老朽化問題や、大多数の製油所が太平洋側に位置する

という現実を鑑みるに、今後の災害時の代替機能という意

味でも日本海側に新たな製油所を建設するというのは現実

的な話である。大型製油所の立地に適した場所は新潟のみ

ならず、日本海側には多く存在する。また、原油供給地ロ

シアからも至近という地理的な優位点もあり、今後推進す

べき日ロ協力テーマとしてふさわしいことといえる。東部

シベリアから太平洋につながるパイプラインも2009年末に

一部操業開始し、現在追加作業が行われている。これが完

成すると年間約5,000万トンの原油が太平洋側にでてくる

だろう。

　一方、日本において、製油能力は需要を大幅に上回って

いる現実もあり、新たな製油所建設については国全体で考

えていくべき問題である。隣国同士のエネルギー協力がこ

のようなかたちで花開けば長年ロシアのエネルギー問題を

研究してきた者として幸甚である。
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